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公認会計⼠・監査審査会について
内閣総理⼤⾂

⾦融庁

公認会計⼠・監査審査会（CPAAOB）

事務局
総務試験課（１４名）

• 公認会計⼠試験の実施
• 公認会計⼠等に対する

懲戒処分等の調査審議
• 諸外国の関係機関との

連携・協⼒

上記⼈員数は、令和６年度定員ベース
（審査会『公認会計⼠•監査審査会』令和元年度版、2⾴。⼀部修正。）

任命

審査検査課（４７名）
• 監査事務所に対する

審査及び検査
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公認会計⼠制度の創設
• 公認会計⼠法 制定(1948年7⽉6⽇) 

• 公認会計⼠の使命（公認会計⼠法第1条）

• 監査及び会計の専⾨家として、独⽴した⽴場で財務書類その
他の財務に関する情報の信頼性を確保

• 公認会計⼠の職責(公認会計⼠法 第1条の2)

• 品位の保持
• 知識・技能の修得
• 独⽴した⽴場で公正かつ誠実な業務の実施
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公認会計⼠の⽇

投資者・債権者の保護
国⺠経済の健全な発展への寄与
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公認会計⼠の業務
• 公認会計⼠の業務(公認会計⼠法第2条)

• 監査証明業務(同第1項)

• 報酬を得て、財務書類の監査⼜は証明を⾏うこと
• 公認会計⼠の(有償)独占業務

• ⾮監査証明業務(同第2項)

• 公認会計⼠の名称を⽤いて、報酬を得て、財務書類の調製、
財務に関する調査・⽴案、財務に関する相談に応じること

• 公認会計⼠という名称の独占的使⽤
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公認会計⼠監査制度
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• ⾦融商品取引法に基づく監査
• 会社法に基づく監査
• 保険相互会社の監査
• 特定⽬的会社の監査
• 投資法⼈の監査
• 投資事業有限責任組合の監査
• 受益証券発⾏限定責任信託の監査
• 国や地⽅公共団体から補助⾦を受け

ている学校法⼈の監査
• 寄付⾏為等の認可申請を⾏う学校法

⼈の監査
• 信⽤⾦庫の監査
• 信⽤組合の監査
• 労働⾦庫の監査

• 独⽴⾏政法⼈の監査
• 地⽅独⽴⾏政法⼈の監査
• 国⽴⼤学法⼈・⼤学共同利⽤機関

法⼈の監査
• 公益社団・財団法⼈の監査
• ⼀般社団・財団法⼈の監査
• 消費⽣活協同組合の監査
• 放送⼤学学園の監査
• 農業信⽤基⾦協会の監査
• 農林中央⾦庫の監査
• 政党助成法に基づく政党交付⾦に

よる⽀出などの報告書の監査
• 社会福祉法⼈の監査
• 医療法⼈の監査 など

出所：⽇本公認会計⼠協会Webサイト(https://jicpa.or.jp/cpainfo/introduction/about/work/)
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公認会計⼠監査制度
• ⾦融商品取引法に基づくディスクロージャー(第24条)

• 上場有価証券等の発⾏者である会社は、内閣府令で定
めるところにより、事業年度ごとに、「有価証券報告
書」を、事業年度経過後３⽉以内に内閣総理⼤⾂に提
出しなければならない。
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公認会計⼠監査制度
• ⾦商品取引法に基づく財務諸表監査(第193条の2 第1項)

• ⾦融商品取引所に上場されている有価証券の発⾏会社
その他の者で政令で定めるものが、この法律の規定に
より提出する貸借対照表、損益計算書その他の財務計
算に関する書類で内閣府令で定めるものには、その者
と特別の利害関係のない公認会計⼠⼜は監査法⼈の監
査証明を受けなければならない。
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公認会計⼠監査制度
• 会社法に基づく計算書類等の作成(第435条第2項）

• 株式会社は、法務省令で定めるところにより、各事業
年度に係る計算書類及び事業報告並びにこれらの附属
明細書を作成しなければならない。

• 連結計算書類の作成(第444条第3項)

• 事業年度の末⽇において⼤会社であって⾦融商品取引
法第24条第1項の規定により有価証券報告書を内閣総
理⼤⾂に提出しなければならないものは、当該事業年
度に係る連結計算書類を作成しなければならない。 8
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公認会計⼠監査制度
• 会社法に基づく会計監査⼈監査
• 会計監査⼈設置会社においては、計算書類及びその附

属明細書は監査役等及び会計監査⼈の監査を受けなけ
ればならない(会社法第436条第2項)

• 連結計算書類は、監査役等及び会計監査⼈の監査を受
けなければならない(会社法第444条第4項)
• 監査役等：監査役，監査役会，監査等委員会，監査委員会の

いずれか
• 会計監査⼈は、公認会計⼠⼜は監査法⼈でなければならない

(第337条第1項)。
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公認会計⼠監査制度
• 監査の⽬的(監査基準 第⼀)

• 財務諸表の監査の⽬的は、経営者の作成した財務諸表が、⼀般に
公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、企業の財政状
態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況を全ての重要な点に
おいて適正に表⽰しているかどうかについて、監査⼈が⾃ら⼊⼿
した監査証拠に基づいて判断した結果を意⾒として表明すること
にある。

• 財務諸表の表⽰が適正である旨の監査⼈の意⾒は、財務諸表には、
全体として重要な虚偽の表⽰がないということについて、合理的
な保証を得たとの監査⼈の判断を含んでいる。
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公認会計⼠の実態
• ⽇本公認会計⼠協会会員数の推移
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出所：⽇本公認会計⼠協会Webサイト(https://jicpa.or.jp/about/0-0-0-0-20250121.pdf)

(各年12⽉末⽇時点)
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公認会計⼠の実態
• ⽇本公認会計⼠協会の地域会別会員数

12出所：⽇本公認会計⼠協会Webサイト(https://jicpa.or.jp/about/0-0-0-0-20250630.pdf)

(2025年6⽉30⽇時点)
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公認会計⼠の実態
• ⽇本公認会計⼠協会会員の男⼥別⼈数の推移

13
出所：⽇本公認会計⼠協会Webサイト(https://jicpa.or.jp/cpainfo/introduction/cpa_women/about/#anchor-01)

(各年12⽉末⽇時点)
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監査法⼈制度
• 監査法⼈
• 1966年の公認会計⼠法改正により創設
• 1964〜65年に発⽣した不正会計事件
• 個⼈会計事務所による独⽴性確保の困難性

→ 監査の失敗(虚偽証明事例)
• 監査証明業務の組織的実施
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監査法⼈制度
• 監査法⼈
• 監査証明業務を⾏うことを⽬的として、公認会計⼠法

に基づき公認会計⼠が共同して設⽴した法⼈
• 公認会計⼠である社員(出資者)が５⼈以上
• 公認会計⼠ではない社員を⼀定数含むことができる
• 296法⼈(2025年5⽉31⽇時点)

• 登録上場会社等監査⼈ 125法⼈(2025年5⽉20⽇時点)
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監査法⼈制度
• 監査法⼈数の推移

16
出所：公認会計⼠・監査審査会『モニタリングレポート』（令和3年版及び令和6年版など）に基づき作成
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監査法⼈制度
• 所属常勤公認会計⼠数別の監査法⼈数（令和5年度）

17
出所：公認会計⼠・監査審査会『モニタリングレポート』（令和6年版）に基づき作成
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公認会計⼠の資格
• 公認会計⼠の資格
• 公認会計⼠試験に合格
• 業務補助等の期間が３年以上

• 公認会計⼠の監査⼜は証明業務を補助した期間
• 財務に関する監査、分析等に従事した期間

• 実務補習の修了(修了考査合格)
• 内閣総理⼤⾂による実務補習修了の確認
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公認会計⼠試験
• 短答式試験と論⽂式試験
• 短答式試験
• 年２回実施(第１回：前年の12⽉ 第２回：5⽉)
• マークシート⽅式

• 論⽂式試験
• 年１回実施(8⽉)
• 論述⽅式

19



Certified Public Accountants and Auditing Oversight Board

公認会計⼠試験
 短答式試験

公認会計⼠になろうとする者に必要な専⾨的知識について、基本的な問題
を幅広く出題することにより、論⽂式試験を受験するために必要な知識を
体系的に理解しているか否かを客観的に判定する試験

試験時間 150分 配点 200点• 財務会計論

75分 100点• 管理会計論

50分 100点• 監査論

50分 100点• 企業法

 会計専⾨職⼤学院の修了者は企業法を除く ３ 科⽬免除

 短答式試験の合格者は論⽂式試験を最⼤ ３ 回受験可能
20
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公認会計⼠試験
 論⽂式試験

公認会計⼠になろうとする者に必要な専⾨的知識を体系的に理解している
ことを前提として、特に、受験者が思考⼒､判断⼒､応⽤能⼒､論述⼒等を
有するかどうかに評価の重点を置くことにより、公認会計⼠になろうとす
る者に必要な学識及び応⽤能⼒を公認会計⼠試験として最終的に判定する
試験

• 会計学（財務会計論・管理会計論）試験時間 300分 配点 300点
• 監査論 120分 100点
• 企業法 120分 100点
• 租税法 120分 100点
• 選択科⽬ 120分 100点

経営学・経済学・⺠法・統計学から １ 科⽬を選択
21
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公認会計⼠試験
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公認会計⼠試験
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• IFRS適⽤企業の拡⼤、東京証券取引所の英⽂開⽰の要請、グループ
監査の強化など公認会計⼠の業務と英語の関わりも踏まえ、会計・
監査の科⽬において英語による出題について検討が必要。

• 制度の導⼊状況等を踏まえ、サステナビリティ情報の開⽰･保証に関
する出題について検討が必要。

• 監査実務でのITの活⽤状況等も踏まえ、ITの活⽤に関する出題につい
て検討が必要。
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ご清聴ありがとうございました
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